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トランプ大統領が実現を目指す減税・歳出法案（OBBBA）を下院が可決、上院で修正審議中 

トランプ大統領は政策公約に 2017 年減税法で 25 年末に期限を迎える所得税減税の延長やチップや残業

手当に対する非課税措置などの税制改革に加え、移民の強制送還のための予算措置や防衛予算の増額など

を掲げてきた。下院共和党はこれらの政策を実現するための減税・歳出法案である「1つの大きくて美しい

法案」（ＯＢＢＢＡ）1を 5月 22日に賛成 215票、反対 214票の僅差で可決した。現在、同法案は上院に送

られ修正作業が行われている。 

ＯＢＢＢＡでは減税や歳出増加の財源の 1 つとして、低所得層向けの公的医療保険制度であるメディケ

イドに対する歳出削減や医療費負担適正化法、所謂オバマケア（ＡＣＡ）で定める医療保険取引所の規則

改定が盛り込まれており、同法案が成立した場合に無保険者の大幅な増加を招くことが懸念されている。 

 

医療費負担適正化法（ＡＣＡ）で米国の無保険率は大幅に低下 

米国では医療費の高騰を背景にした医療保険料の高騰により、無保険者数が 2010 年に 4,650 万人に上

り、0歳～64歳人口に対する無保険率は 17.8％

に達するなど大きな社会問題となっていた（図

表）。これに対してオバマ大統領は無保険者の

減少を目指して 10 年 3 月に医療費負担適正化

法（ＡＣＡ）を成立させた。ＡＣＡにはメディ

ケイドの受給資格の拡充およびメディケイド

の受給資格が得られない低所得層向けに加入

者の所得に応じて保険料の税額控除が得られ

る医療保険取引所を新設することなどが盛り

込まれた。実際に、ＡＣＡが発効した 14 年以

降は無保険率の低下が顕著となったことが分

 
1 https://www.congress.gov/119/bills/hr1/BILLS-119hr1eh.pdf 
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かる。 

さらに、20年に感染が拡大したコロナ禍への対応として、連邦政府からの資金提供と引き換えに州政府

に対して公衆衛生上の緊急事態の間、メディケイドから加入者を脱退させることを禁止した。また、医療

保険取引所を経由した医療保険加入者に対する保険料税額控除の対象を拡大（連邦貧困レベル 400 以上に

拡大）したほか、税額控除の増額を実施したこともあって無保険者数は 23年に 2,530万人に減少し、無保

険率は 9.5％まで低下していた。 

もっとも、コロナ禍の対応収束に伴い、メディケアの継続加入規定は 23年 3月で終了したほか、医療保

険加入者に対する税額控除の拡充も 25年末に終了することになっている。 

 

議会予算局（CBO）は OBBBAの成立により今後 10年間で無保険者数が 1,090万人増加と試算 

ＯＢＢＢＡにはメディケイドの歳出削減策として、メディケイドの受給資格の厳格化などの措置が盛り

込まれた。具体的には、受給資格に扶養する子供がいる親を除く健常な 19 歳から 64 歳までの個人につい

て月 80時間以上の就労または対象となる活動の参加を新たに義務付けた。また、各州には受給資格の確認

頻度を従前の年 1 回から 2 回以上に増やすことを義務付けた。さらに、市民権を持たない移民が受給して

いる州には連邦からの補助率を引下げることで実質的に難民などが受給するのを困難にする措置も盛り込

まれた。議会予算局（ＣＢＯ）はこれらの措置によってメディケイド向けの歳出を今後 10 年間で▲7,930

億ドル削減できるとする一方、無保険者が 780万人増加すると試算2した。 

医療保険取引所の規則改定では、保険料税額控除を受けている個人の自動再登録を廃止し、税額控除の

資格を毎年再確認することを義務付けることや、申請者が資格認定を待つ間、保険料税額控除の暫定的な

資格を停止することなどが盛り込まれた。さらに、連邦政府が運営する医療保険取引所のオープン登録期

間を従前の 11月 1日～1月 15日を 11月 1日～12月 15日に短縮するほか、低所得者向けに年間を通じて

認めていた特別加入期間を廃止することも盛り込んだ。ＣＢＯは規則改定に伴い今後 10年間で無保険者が

310万人増加すると試算した。 

これらの結果、ＯＢＢＢＡの成立に伴い今後 10年間に無保険者が 1,090万人増加することが見込まれて

おり、2034 年の無保険率は 15.1％とＣＢＯの現行法を基にしたベースライン予測の 11.3％から+3.8％ポ

イント上振れすることが見込まれている。 

さらに、ＣＢＯは前述の保険料控除の拡大が 25年末に終了することに伴い無保険者が今後 10年間で 510

万人増加するとしており、これらを合計すると無保険者は今後 1,600 万人増加すると推計している。この

ため、34年の無保険率は 16.9％とベースライン予測から+5.6％ポイント上振れする可能性がある。これは

概ねＡＣＡ発効前の水準に逆戻りすることを意味する。 

一方、6月 16日に公表された上院財政委員会によるＯＢＢＢＡの修正案ではメディケイドの受給資格の

就労要件で除外対象者を 14歳以下の子供の親としており、下院より厳格化された。さらに、上院案ではＡ

ＣＡに基づいてメディケイドの受給資格を拡大した州に対して医療提供者税の上限を現在の 6.0％から段

階的に 3.5％まで引下げることが追加された。医療提供者税は州政府が病院や介護施設などの医療提供者

に課しており、メディケイドの財源に活用されている。医療提供者は課税されるものの、通常は州から支

 
2 https://www.cbo.gov/publication/61463 
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払い額の全額が払い戻されることになっており、実質的な負担がない。一方、州政府によるメディケイド

に対する支出には一定の割合（25年度は 50％～76.9％）で連邦政府から補助金を受けることができるため、

医療提供者税を財源としてメディケイドの支出を増加させることで州政府には連邦政府からの補助金を多

く受給できるメリットがあった。このため、上院案は医療提供者税の税率を下げることで連邦政府の補助

金削減を目指している。これに対して、州政府は財源が減少することから、メディケイドの受給対象者を

絞り込むことを余儀なくされるとみられており、無保険者の増加が懸念されている。 

 

メディケイドの歳出削減の行方は不透明 

前述の通り、ＯＢＢＢＡは本稿執筆時点（6月 26日）に上院で修正案が審議されている。トランプ大統

領と上院共和党幹部は夏休みの休会前に成立させるため、7月 4日までの成立を目指している。ただし、上

院の修正案の審議は難航しており、成立時期は見通せない状況となっている。とくに、メディケイドに対

する歳出削減や医療提供者税の上限引き下げについての反発が強まっており、現時点で共和党上院議員の

トム・ティリス議員（ノースカロライナ州選出）、スーザン・コリンズ議員（メイン州選出）、ジョシュ・ホ

ーリー議員（ミズーリ州選出）、ジェリー・モラン議員（カンザス州選出）の少なくとも 4名が難色を示し

ていることが報道されている。 

現在、上院（100議席）のうち、共和党は 53議席に留まっていることから、民主党議員が反対で一致し

ている中、共和党議員が 4 名反対すると修正案を可決することは出来ない。このため、前述の 4 議員の意

向を尊重して、メディケイドの削減幅の縮小や医療提供者税の上限が維持される可能性がある。 

ただし、上院共和党議員の一部はＯＢＢＢＡの歳出削減が不十分として反対しており、メディケイドの

削減幅を縮小することでこれらの財政保守議員の反発を招く可能性がある。さらに、下院共和党の財政保

守議員からも更なる財政赤字削減を求める声がでており、仮に上院で法案が可決した場合でも下院で再可

決がスムーズにいくのか予断を許さない状況となっている。このため、上院共和党はメディケイドの歳出

削減幅を巡って難しい舵取りが迫られている。ＯＢＢＢＡが最終どのような案に落ち着くのか、今後の無

保険者数に大きく影響することからその動向が注目される。 
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